
長沼地域義務教育学校整備に関する説明会　実施状況 

 

 
実施日 場所 対象者 参加人数

 
令和７年　６月１２日（木）

長沼農村環境改善 

センター

学校評議員 

ＰＴＡ役員
19 名

 
令和７年　６月２４日（火） 長沼保健センター 長沼地域行政区長 ８名

 
令和７年　７月１６日（水）

長沼農村環境改善 

センター
長沼地域住民 19 名

 

令和７年１１月　１日（土）

長沼小学校 長沼小学校保護者 約 80名

 
長沼東小学校

長沼東小学校 
保護者

約 160 名

 
令和７年１２月　６日（土） 長沼こども園

長沼こども園 

保護者
約 60名

 
令和７年１２月１３日（土） 長沼東こども園

長沼東こども園 

保護者
約 80名
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長沼地域義務教育学校整備事業について 

 

１ 現状について 

長沼小学校、長沼東小学校は、大規模な修繕又は建て替えを要する時期を迎えており、

令和４年度策定の「須賀川市過疎地域持続的発展計画」に基づき小中一貫校の整備を進

めております。 

 

２ これまでの経過 

令和５年２月から５月にかけて長沼地域の小中学校、地域住民の方々等を対象とし、

長沼中学校敷地への集約化について説明会を開催いたしました。 

 

３ 整備方針（案） 

小中学校を集約化するにあたり、増築する案や中学校を改築する案について検討して

きた結果、小学校と中学校の教育課程を一体化することで様々な利点が期待できる義務

教育学校としての整備を行う方向で考えております。 

義務教育学校となることの良さとしては、 
 
●一貫した教育課程（小学校から中学校までの教育課程が一貫して提供されるため、児童生徒

はスムーズに学びを継続することができるため、学習内容の連携が強化され、教育の質が向上

します。） 

●教育の連続性（小学校から中学校への移行時に見られるストレスや不安を軽減することがで

きます。児童生徒は同じ環境で学び続けることができるため、友人関係や教師との信頼関係も

維持しやすくなります。） 

●多様な学びの場（様々な教科や活動が提供されるため、児童生徒は自分の興味や関心に応じ

た学びを深めることができます。また、特別支援教育や多文化教育など、多様なニーズに対応

したプログラムも充実します。） 

●地域との連携（地域社会とのつながりが強く、地域の資源を活用した教育活動が行われるこ

とが多い傾向にあり、地域の人々との交流を通じて、社会性やコミュニケーション能力を育む

ことができます。） 

●教員の専門性向上（小学校と中学校の教員が協力して指導を行うことができるため、教員同

士の情報共有や専門性の向上が図られます。） 

●社会的なつながりの強化（異年齢の児童生徒同士の交流が促進されることにより、協力や助

け合いの精神が育まれ、社会的なつながりが強化されます。） 
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など、本市稲田学園での状況等も踏まえてとらえているところであります。 

また、それにより、当初想定していた令和 13 年度から２年前倒しとなる令和 11 年度

の早期開校が可能となります。 

 

４ 今後のスケジュール（案）について 

施設 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 R10 年度 
R11 年

度 

小学校屋内運

動場新築 
  

 

 
 

 

  

中学校屋内運

動場長寿命化 
  

 

   

   

中学校校舎改

修 
 

 

    

 

児童クラブ  

 

 

   

 

 

基本・
実施設
計 

工事（建築・電気・機
械） 

供用 
（中学
校屋
体） 

実施設計 
工事（建築・
電気・機械） 

設置検討 

開
校
準
備
（
備
品
移
設
等
） 

開
校 

基本設
計 

(直営) 

設置 



参考資料 

【須賀川市公共施設等個別施設計画 (令和３年３月策定) 抜粋】 
 
第３章 各施設の再編方針と実施時期 

２．公共施設（建物）の再編方針と実施時期 
５）学校教育系施設 

小学校及び中学校については、地域の拠点施設となることから継続して維持管理を行います。ただし、児童・生徒数
の減少が見込まれる学校については、地域住民の理解を得たうえで近隣の小・中学校との集約化を検討します。また、
地域によっては、近隣の児童福祉施設との複合化や、小・中学校を集約し、義務教育学校の設置を検討します。 

 

施設名 
(代表建築年) 

延床面積 
(㎡) 

経
過
年
数 

施
設
性
能 

 

再編時期 

短期 
(～2026) 

中期 
(2027～
2036) 

長期(前期) 
2037～
2046 

長期(後期) 
2047～
2056 

長沼小 
(1964) 

3,612.97 57 C 
再編方針  集約化   

備 考 
建替え時期を目途に、近隣小・中学校との集約化
を検討します。 

長沼東小 
(1972) 

3,241.81 49 C 
再編方針  集約化   

備 考 
建替え時期を目途に、近隣小・中学校との集約化
を検討します。 

長沼中 
(2013) 

5,142.75 8 B 
再編方針  集約化   

備 考 
大規模改修時期を目途に、近隣小学校との集約
化を検討します。 

 

 



参考資料          【小規模校における学校運営上のメリット・デメリット】         学校教育課 

【 統合するとよいと思われること 】 

 １ 教育活動の広がりが生まれる  
 ２ 社会性の育成（社交性・コミュニケーション能力の育成） 
 ３ 長沼の地域全体とともに歩む学校が生まれる 

 メリット デメリット 

学 習 面 

①児童生徒一人ひとりの取組状況や教育的ニーズを把握しやすく、

「個に応じたきめ細かな指導（個別最適な学び）」ができる。 
②例えば理科の授業で実験を行う際に、実験器具等が一人ひとり全

員に行き渡るなど、個別最適な学びの環境が確保できる。 

①児童生徒が学級集団の中で多様な考えに触れ、互いに支え合い、

聴き合い、学び合う「協働的な学び」が深まりにくい。 
②学習における得意・不得意が表れやすく、学力の差が固定化しや

すくなる。 

生 活 面 

①児童生徒一人ひとりの考えなどが生かされ、活躍の場、実践力育

成の場が増える。 
②所属する教職員が全児童生徒の名前や個性を共通理解し、様々な

観点から児童生徒を観察し、指導にあたることができる。 

①集団の中で児童生徒同士がふれ合い、切磋琢磨し、社会性が醸成

される機会が少ない。 
②少人数の中では、長期間において人間関係や互いの評価（地域や

家庭間に関わるものを含む）が固定化し、新たな自分自身の創出

など競争心や向上心を高めるチャンスが少なくなってしまう。 

学校運営 

財政面 

①学校・家庭・地域が一体となって地元の学校に対する協力体制や

学校教育に対する理解が得られやすく、伝統行事等を含む「地域

に根ざした教育」が推進しやすい。 
②全校体制や学年をまたいでの柔軟な（小回りが利く）教育活動の

工夫や実践がしやすく、異学年間の縦の交流が生まれやすい。 
③学級担任をはじめ教員が担当する児童生徒数が少なくなり、一人

ひとりに深く、厚い支援ができる。 

④教職員間の意思疎通が図りやすい。 

①例えば体育の時間にサッカーやソフトボールなどの試合形式の

授業ができなくなる、運動会の種目が限られてくる、部活動で団

体競技ができなくなるなど、教育課程上の様々な制約が頻出する。 
②旅行時のバス代や卒業アルバムの製作費等、人数割りの費用が上

がる。 
③中学校では、９教科の教科担任がそろわなくなる。 

その他 

①施設・設備の利用について自由が利く。 ①使用頻度が低下する校舎の共用部分（家庭科室や図工室など特別

教室）等の設備管理や冷暖房等、学校運営に係る人的配置や費用

面の効率化・合理化が求められる。 
②小規模校でも管理事務等の必要な事務処理件数は大規模校と同

じである。 
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